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政治 

【内政】 

●抗議集会で警察官１３人に犯罪の疑い【３日】 

 ２０２０年から２０２１年にかけての反政府デモの際

に、１３名の警察官が犯罪行為を行った疑いがあるこ

とが、２つの報告書で明らかになった。１３名の警官

のうち、４人は幹部である。リンダウ警察長官代理は、

違法な拘束、人間の尊厳の侵害、権力の乱用等を含

む犯罪行為の疑いがある事例を確認されたと述べた。 

 

●ＤｅＳＵＳ、ＧＳとの合併を拒否【１７日】 

２０２２年の総選挙で非議会政党となった年金者党

（ＤｅＳＵＳ）は、与党自由運動党（ＧＳ）の合併の申し

出を拒否した。一方、ヤスニッチＤｅＳＵＳ党首は、年 

金受給者に関する問題ではＧＳと協力する意思があ

ると述べた。 

 

●デジタル変革省の一部がマリボルに移転【１７日】 

デジタル変革省は、マリボル中心部に新しいオフィ

スを開設した。ストイメノヴァ＝ドゥフ同省大臣及び職

員のうち約６０人は週１回、新オフィスで仕事をする予

定。マリボル出身の同大臣は、スロベニア第２の都市

が同省の第２の拠点として選ばれたのは、国内初の

スーパーコンピューターがあり、またデジタル化に関

する高度な訓練を受けた専門家がいるためであると

述べた。 

 

 

 

 

●ボブナル前内務大臣の大統領顧問就任【１８日】 

デロ紙は１７日の夕刊で、ピルツ＝ムサル大統領

は、ボブナル前内務大臣を顧問に任命すると報じた。

同報道の後、ピルツ＝ムサル大統領は、ミュンヘン安

全保障会議のサイドラインでスロベニアＴＶに対し、ボ

ブナル前大臣が大統領顧問となることを認めた。ピル

ツ＝ムサル大統領は、ボブナル前大臣は、１９９０年

代初頭に永住権登録から約２６，０００人のユーゴス

ラビア国民を削除した問題に焦点を当てることになる

と述べた。同大統領は、同問題はスロベニアにとって

大きな黒点であるとし、５年の任期が終わるまでに解

決してほしいと付け加えた。また同大統領は、ボブナ

ル前大臣が安全と家庭内暴力に焦点を当てると述べ

た。ピルツ＝ムサル大統領とボブナル前大臣は過去

にピルツ＝ムサル大統領が情報コミッショナー、ボブ

ナル前大臣が警察長官の時に協力したことがある。

ボブナル前大臣は、ゴロブ首相との論争を経て辞任

した頃、ピルツ＝ムサル大統領の顧問への就任が噂

されていた。 

 

●ＳＤＳ、前マリボル市長の政党を吸収合併【１９日】 

最大野党民主党（ＳＤＳ）は、カングレル前マリボル

市長の新人民党（ＮＬＳ）を吸収した。ヤンシャＳＤＳ党

首が「スロベニアの民主的な人々の愛国的な力の合

併」と表現したこの合意は、ＳＤＳ創立３４周年記念式

典で署名された。ヤンシャ党首は、この合併によりＮＬ
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Ｓの本拠地であるマリボルでのＳＤＳの地位が強化さ

れると述べた。 

 

●ポクルカル新内務大臣の就任【２１日】 

２１日、国民議会は、ポクルカル内務大臣の任命を

５４対３１の賛成多数で承認した。ゴロブ首相は、ポク

ルカル大臣の汚職との戦いは政府全体の共同作業

となるだろうと述べた。与党三党は、ポクルカル大臣

を全会一致で支持した一方、野党の民主党（ＳＤＳ）と

新スロベニア党（ＮＳｉ）は、同大臣のプロ意識と独立

性に疑念を表明した。ポクルカル大臣は、トップが変

われば、それなりの変化が伴うと述べ、汚職撲滅、移

民管理、警察の非政治化・専門化・近代化が優先課

題であると繰り返した。 

 

●警察への政治的影響に関する議会調査を開始【２

２日】 

 国民議会は、警察やその他の独立国家機関に対す

る役職者の政治的影響の疑いを調査するための調

査を開始した。与党自由運動党が要請したこの調査

は、前政権と、現政権の現在に至るまでを対象とする

もの。調査の目的は、ヤンシャ政権とゴロブ政権の両

者が、警察の特定の手続きに干渉したり、警察の特

定の手続きを止めたり、業務を妨げたりしたかどうか

を明らかにすることである。 

 

●ユシッチ氏が警察長官代行に就任【２３日】 

 政府は、警察長官代行のリンダウ氏を解任し、後任

にセナド・ユシッチ氏を任命した。ユシッチ氏は警察総

局の上級警察顧問で、コペル警察の刑事警察部門

副部門長も務めた。リンダウ氏は2022年6月に新政

権が発足して以来警察長官代行を務めていたが、ボ

ブナル前内相の、同氏を正式な警察長官とする試み

は頓挫していた。ポクルカル新内相は、現場の状況

を知る警察長官をチームに迎えたいと述べていた。 

 

●パホル前大統領、前立腺手術から順調に回復【２

３日】 

 パホル前大統領は、長年前立腺の病気と戦ってき

たが、２２日にツェリエ総合病院で受けた前立腺手術

から順調に回復している。同氏はフェイスブックの投

稿で、病院スタッフと泌尿器科長に感謝した。 

 

●メラミン爆発事件で警察が刑事告訴【２２日】 

 ２０２２年５月にコチェウイェの化学会社メラミンで発

生し、７人の労働者が死亡、１０人が負傷した事故に

ついて、警察は捜査を終え、４人と１法人に対して刑

事告訴を行った。スロベニアの最近の歴史の中で最

も致命的な産業事故に関する調査の結果、メラミン社

の爆発とその後の火災は、トラックで工場に運ばれて

きた化学物質が間違ったタンクに注入されたことが原

因であることが判明した。非公式情報によれば、告訴

されるうちの１人は、シュテファニッチ・メラミン社CEO

であるという。 

 

●会計検査院、選挙運動書類偽造の疑いでＳＤＳを

通報【２４日】 

会計検査院は、２０２２年の選挙運動の資金調達を

検討する中で、４つの政党による報告に問題があるこ

とを発見した。野党民主党（ＳＤＳ）が無料サービスを

受けた証拠として偽の書類を提出し、監査役がＳＤＳ

が選挙運動用の特別銀行口座を使って、実行された

かどうか確認できないサービスの代金を支払ったケ

ースが複数見つかったため、書類偽造の疑いで警察

に報告した。ＳＤＳは、主な不正の原因は担当者の不

手際にあるとしている。 

 

●新型コロナウイルス諮問会議が解散【２４日】 

国立公衆衛生研究所の一部として運営されていた

新型コロナウイルス諮問会議は、新型コロナウイルス

は既存の対策で管理可能であるため解散した。同ウ

イルスの流行の状態は安定しているが引き続き状況

は疫学者によって監視されるとのこと。 
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【外政等】 

●キプロスとの防衛協力協定調印【１日】 

 １日、シャレツ国防大臣は、キプロスにおいてペトリ

ーデス・キプロス国防大臣と会談を行った。両大臣は、

更なるプログラムの準備の基礎となる防衛分野での

協力に関する協定に署名した。調印式において、シャ

レツ大臣は、防衛と安全保障の分野における急速な

発展に伴い、共通の価値観に基づく各国間の素晴ら

しい関係と協力の強化がますます重要になっている

ことを強調し、「本日の協定への署名により、両国間

の政治・防衛協力を強化するための原則と手順を確

立した。特に軍事演習と訓練、研究開発、サイバーセ

キュリティの分野で、そしてEUのイニシアティブの枠

組みの中で、両軍間の協力の具体的なステップにつ

いて合意した。」と述べた。 

 

●ファヨン外相のウズベキスタン訪問【８日】 

８日、ファヨン外相はビジネスミッション（スロベニア

企業及びスロベニア投資促進庁（ＳＰＩＲＩＴ））を率いて

ウズベキスタンを訪問した。ウズベキスタンとの経済

関係強化のため、ファヨン外相はKhodajevウズベキス

タン対外投資・経済関係担当副首相と会談し、二国

間経済協力協定に署名した。ファヨン外相は、「両国

の関係は様々な面で発展しており、特に経済関係に

おいては、ウズベキスタンは中央アジアにおけるスロ

ベニアの一番の貿易パートナーである。今般の訪問

には１２名の国際的スロベニア企業の代表者が同行

しており、その中の何社かは既にウズベキスタンに進

出しているが、今回の協定は、更に他の企業の中央

アジア市場進出を助けるものである。」と述べた。ファ

ヨン外相とKhodajev副首相はまた、スロベニア・ウズ

ベキスタン・ビジネスフォーラムを共に開会した。ファ

ヨン外相はウズベキスタン滞在中、サイードフ外相に

も迎えられた。両外相は、両国の政治対話の強化を

提唱し、二国間及び多国間の分野での協力強化に関

心を示した。 

 

●ファヨン外相のキルギス訪問【９日、１０日】 

９日から１０日にかけて、ファヨン外相はキルギスを

訪問した。訪問の目的は、経済協力、政治対話及び

二国間・多国間の協力の強化である。ファヨン外相は

まず、クルバエフ・キルギス外相に歓迎され、両国に

は多くの協力の機会があることに同意した。ファヨン

外相は、「我々は、水力発電、農業、学生交流の可能

性、情報通信技術等、協力を大幅に強化できる分野

を特定した。２０２２年９月にキルギス外相と署名した

経済協力協定は、確実に関係強化に貢献している。

本日署名した両国外務省の協力覚書、またＳＰＩＲＩＴ

とキルギス投資開発庁との間の協力覚書は、キルギ

スを含む強い中央アジアがスロベニアにとって重要で

あることを意味している。」と述べた。ファヨン外相は

本年末までにスロベニアを再訪するよう、クルバエフ

外相を招待した。ファヨン外相はジャパロフ大統領、

ジャパロフ閣僚評議会議長兼大統領府長、Ibrajevエ

ネルギー大臣及びAmangeldijev経済大臣とも面会し

た。会談の中で、ファヨン外相は、中央アジアの地域

統合と、ＥＵとの協力強化への関心を歓迎した。訪問

中、ファヨン外相はスロベニア・キルギス・ビジネスフ

ォーラムも主催した。 

 

●ピルツ＝ムサル大統領の訪独【９日】 

 ９日、ピルツ＝ムサル大統領はドイツを訪問し、シュ

タインマイヤー大統領と会談した。会談では特に現在

の欧州及び国際的問題を取り上げた。両大統領はウ

クライナでの戦争と、ウクライナ市民への支援を行う

ための両国の協力について協議し、ロシアの侵攻を

終結させて平和を達成するためのウクライナへの支

援を再確認した。両大統領は、西バルカンへのＥＵ拡

大及び地域情勢についても協議した。ピルツ＝ムサ

ル大統領はブルド・ブリユニ・イニシアティブを継続す

ることを強調し、イデオロギーに関わらないような、若

者の移住といったトピックが協議される予定であると

した。同大統領は、ベルリン・プロセスをブルド・ブリユ

ニ・イニシアティブと並行して進められるポジティブな

ものと見ている。両大統領はまた、気候変動、生物多

様性、新技術と人権やプライバシーの関係、偽情報、

ヘイトスピーチといったテーマについても意見交換し

た。 

 

●スロベニアとオーストリア、防衛・軍事協力の強化

【１３日】 

 シャレツ国防大臣とタナー・オーストリア国防大臣は、

リュブリャナで会談し、防衛と軍事協力、市民保護と

災害救助における協力の強化を促した。両大臣は、

現在の軍事協力の特に訓練、教育、軍事演習の分野

を評価する一方、領空管理等の分野で協力を深める

機会があると述べた。シャレツ大臣は、軍事遺産、複

合的な脅威、物理化学研究所での協力強化にも関心

があると述べ、タナー大臣は、レーダーの情報交換を

さらに進めたいと述べた。また、両大臣は、ウクライナ

と西バルカン半島の安全保障情勢についても協議し

た。 

 

●北マケドニア議会議長のスロベニア訪問【１６日】 

クラコチャル＝ズパンチッチ国民議会議長は、ジャ

フェリ北マケドニア国会議長を迎え、北マケドニアのＥ

Ｕ加盟に対するスロベニアの支持を改めて表明した。

ズパンチッチ議長は、価値観や歴史の一部を共有す

る国々が力を合わせ、ＥＵの枠組みの中で、国際社

会における重要なプレーヤーとなることが重要である

と述べた。ジャファリ議長は、ピルツ＝ムサル大統領、

ゴロブ首相、ファヨン外相とも面会した。 
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●ハンガリー、スロベニアに通知せずにレンダヴァの

不動産を購入【１６日】 

オンラインポータルOštroは、ハンガリーが２０１９年

にレンダヴァ市に不動産を購入し、その後、その敷地

が領事目的にも使用できるようにハンガリー少数民

族の統括団体に引き渡したと報じた。ハンガリー政府

は２０２２年７月に少数民族団体と使用契約を締結し

ており、契約にはハンガリー領事サービスの代表施

設の無料使用を認めることが規定されている。同不

動産の購入は、必要とされる互恵関係の証明をスロ

ベニアから取得することなく行われた。スロベニア政

府が同購入を知ったのは、本年１月１１日にOštroか

ら問い合わせを受けた後だった。ハンガリー側の所

有権は３年前から現地の土地登記簿に登録されてい

た。スロベニアの関連法によれば、外務省が発行す

る互恵関係証明書の取得なしに、外国はスロベニア

国内の不動産の所有権を取得することができない。

スロベニア外務省はハンガリーに説明を求め、駐スロ

ベニア・ハンガリー大使を召喚した。同大使はOštroに

対し、レンダヴァ市の建物において外交・領事活動は

行っていないと述べた。 

 

●スロベニア・スペイン首脳会談【１７日】 

 １７日、ゴロブ首相は、スロベニアを公式訪問したサ

ンチェス・スペイン首相と会談した。サンチェス首相は、

本年後半にスペインがＥＵ議長国に就任するため、ス

ロベニアへの公式訪問に招待された。首脳会談では、

ロシアによるウクライナ侵略、欧州経済の競争力強

化、エネルギー問題、移民に対するＥＵ共同の対応、

西バルカンに重点を置いたＥＵの拡大政策について

協議された。ゴロブ首相は首脳会談後の声明におい

て、スロベニアとスペインは共通の考え方や価値観を

持つ友好国であると述べた。ゴロブ首相は、二国間

関係に関して合意されたものひとつは、二国間関係

の協力強化とグローバル市場での協力の機会を開く

ために、夏前に政府とビジネスフォーラムレベルの会

議を開催することだと述べた。また、両国は特に医療

システム、製薬産業、エネルギーへの投資の増加を

望んでいる旨述べた。欧州情勢に関しては、両首相

は、スペインのＥＵ議長国としての主要な優先事項の

ひとつであるＥＵの開かれた戦略的自治と、欧州経済

の競争力強化を強調した。 

 

●ピルツ＝ムサル大統領、ミュンヘン安全保障会議

に参加【１７日】 

ピルツ＝ムサル大統領は、ミュンヘン安全保障会

議の初日、安全なデジタル環境とサイバーセキュリテ

ィに関する討論会に参加した。同大統領は、デジタル

環境に対する適切な規制の重要性を強調し、デジタ

ルサービス法はヨーロッパの価値観を尊重した世界

初の規制であり、大企業による挑戦に直面している

ユーザーを保護するための優れた枠組みを設定し、

オフラインで違法なものはオンラインでも違法でなけ

ればならないという原則に従ったものであると述べた。 

 

●カリタススロベニアのトルコ・シリア支援【１７日】 

カリタススロベニアは、トルコとシリアの地震被災者

を支援するために約３６万ユーロを集め、これまでに

各国に１１万ユーロを送金した。外務省は、３年間の

人道的戦略的パートナーシップを通じて両国の地震

被災者を支援するために、カリタススロベニアにさら

に１０万ユーロを割り当てた。 

 

●ファヨン外相、女性の権利侵害を非難する声明に

参加【１８日】 

ファヨン外相は、ミュンヘン安全保障会議のサイド

ラインで開かれた女性外相の非公式会合に出席し、

アフガニスタンとイランにおける女性の権利の侵害を

非難する共同声明に署名した。ドイツのベアボック外

相とカナダのジョリー外相が会合を主催し、タリバン

が「あらゆる公的生活から女性を排除しようとする」こ

とに強い非難が表明された。 

 

●戦争犯罪の訴追を支援する条約の提案【２０日】 

ファヨン外相は、EU外務理事会で、ウクライナにお

ける戦争犯罪の訴追に向けた協力を促進する刑法

上の協力に関する国際条約を締結するための構想を

提示した。５月には刑法上の協力に関する初の国際

条約に関する会議がリュブリャナで予定されている。

スロベニアは、ベルギー、オランダ、ＥＵ圏外の３カ国

と協力して同条約を作成し、これまでに７７カ国が同

構想に参加している。 

 

●スロベニア、ウクライナ向け弾薬の共同購入を支

持【２０日】 

ファヨン外相は、ＥＵ外務理事会の後、ウクライナ

向けの弾薬のＥＵ共同調達を支持する２２のEU諸国

の中にスロベニアが含まれていることを明らかにした。

また同外相は、３月上旬にストックホルムで開かれる

非公式会合で、ＥＵの購入メカニズムの確立について

議論する予定であると述べた。レインサル・エストニア

外相は、弾薬の共同購入という提案の概要を説明し、

「目標は１５５ミリ口径の砲弾１００万発でなければな

らず、費用は約４０億ユーロとなる」と述べた。 

 

●ファヨン外相のスイス訪問【２１日】 

ファヨン外相はスイスのベルンを訪問し、スロベニ

アとスイスが同じ志を持ち、小さいながらも野心的な

アルプスの国であることを強調した。ファヨン外相は、

カシス・スイス外相と経済協力と政治対話の強化につ

いて協議し、外交上の時事問題についても意見交換

した。ファヨン外相は、二国間関係は素晴らしいもの
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であり、「並外れた経済協力」で補完されていると述

べた。外務省は、薬学、自然エネルギー、デジタル化、

ＩＣＴなど、（二国間で）協力と投資を強化する可能性

のある分野を挙げた。 

 

●スロベニア・ルクセンブルク首脳会談【２２日】 

２２日、ゴロブ首相は、スロベニアを公式訪問中の

ベッテル・ルクセンブルク首相と会談した。両首脳は

二国間関係、最近の欧州の話題及び、スロベニアと

ベネルクス諸国との間の協力について協議した。スロ

ベニアとルクセンブルクは、基本的な民主主義の価

値観と建設的な政治対話を尊重することの重要性を

認識している。両首相は、経済協力を更に強化する

方法を検討し、ＥＵの共同プロジェクト内における宇

宙技術はそのような分野になりうるということに同意し

た。ゴロブ首相は「ルクセンブルクは、その小さな規模

にもかかわらず、巨大な銀行及び金融保険部門だけ

でなく、ハイテク分野における集中的な活動も誇って

いる。ルクセンブルクは、宇宙技術の世界的リーダー

である。」と述べ、留学生交流やルクセンブルクの木

材産業への関心についても言及した。ベッテル首相

は、両国の商工会議所を結びつけ、共同ビジネスフォ

ーラムを組織する可能性を指摘した。 

 

●ファヨン外相のＮＹ訪問【２２日、２３日】 

 ウクライナ戦争に関する国連総会の初日となる２２

日、ファヨン外相は、自衛の場合を除き、武力を行使

せずに紛争の平和的解決を定めた国連憲章の原則

を尊重する必要性に言及した。同外相は、国連憲章

の原則に則り、ウクライナにおいて包括的で公正かつ

永続的な和平を締結する必要性を指摘する国連総会

決議への強い支持を表明した。また、国連安保理へ

のスロベニアの立候補についてロビー活動を継続し、

６月６日に行われる同選挙について、「エネルギーは

良好で、チームはうまく機能しており、良い結果を期

待している」と述べた。 

 

●ロシアのウクライナ侵攻１周年【２３日、２４日】 

 ２３日、ピルツ＝ムサル大統領は、ロシアのウクライ

ナ侵攻１周年の前夜に、大統領府において記念行事

を主催し、「ウクライナでの戦争は人類社会の敗北で

あり、国際法の基本原則の一つである、紛争の平和

的解決ができないことの現れである。」と述べた。イベ

ントにおいては、タラン駐スロベニア・ウクライナ大使

がスピーチを行い、ウクライナ大統領夫人がビデオス

ピーチを行い、スロベニアのあらゆる援助と支援に感

謝の意を表した。 

２４日、ゴロブ首相とファヨン外相は、必要な限りウ

クライナへの支援を継続することを約束した。両者は、

スロベニアは、戦争に苦しむ同国の公正かつ永続的

な平和を確保するために努力し、国連憲章によって

援助を提供する義務を負うと述べた。ゴロブ首相は、

スロベニアとその同盟国は紛争の平和的解決に尽力

しているが、戦争の即時終結を求める声はモスクワ

にしか向けられないと述べた。ファヨン外相は、民間

人が毎日殺され、民間インフラが狙われていることは

許しがたいと述べた。 

２４日、数百人のウクライナ人を含む人々が、ウク

ライナを支援するためにコングレス広場に集まり、戦

争の犠牲者を追悼して１分間の黙祷を捧げた。シャレ

ツ国防相は、スロベニアが正当な平和のためのあら

ゆる誠実な努力を支持すると同時に、ウクライナを支

援することを約束すると演説した。タラン駐スロベニ

ア・ウクライナ大使は、過去１年間のスロベニアの援

助に感謝した。一方、プレシェーレン広場では小さな

集会が開かれ、ウクライナの武装化政策の中止を求

め、ＮＡＴＯ、米国、ＥＵ、ファヨン外相に対する批判が

展開された。 

 

●米国との戦略対話の実施【２３日】 

２３日、ジュボガル外務副大臣とシャーマン米国国

務副長官は、ワシントンで第三回戦略対話を行った。

２０２０年に設立された同対話は、二国間協力や国際

社会における政治、安全保障、その他のあらゆる課

題について議論し、意見交換を行うための枠組みを

提供するものである。今回の戦略対話では、世界と

地域の安全保障問題、多国間協力とパートナーシッ

プの構築、経済・エネルギー・気候変動分野での協力、

レジリエンスの構築、情報操作やサイバーセキュリテ

ィについて協議された。同対話にはスロベニアから外

務・欧州省及び情報セキュリティ庁の代表が出席し、

米国から国務省及びエネルギー省の代表が出席した。

ジュボガル副大臣によると、両国は、西バルカン、ウ

クライナ、中国、ＮＡＴＯにおける協力、サイバーセキ

ュリティ、偽情報との戦い、気候変動などが主要議題

として協議した。 

 

●スロベニア、コソボのＵＮＭＩＫに兵士を派遣【２４日】 

政府は、国連コソボ暫定統治機構（ＵＮＭＩＫ）に最

大５人の兵士を派遣することを決定した。現在スロベ

ニアは、ＵＮＭＩＫの警察部門に２人の警察官を配置し

ているが、さらに軍事連絡責任者という重要なポスト

を、３月から一年間に充てる予定である。国連安保理

非常任理事国入りを目指すスロベニアとしては、西バ

ルカン半島の安定が国益にかなうため、同決定がな

された。 

 

●ファヨン外相の国連人権理事会出席【２７日】 

ファヨン外相は、ジュネーブで開催された国連人権

理事会に出席し、スロベニアが常に国際法、人権、多

国間主義、連帯の尊重を提唱していく旨述べた。同

外相は、国連憲章と国際法を尊重し、人間の生命と



  6 
 

尊厳を守るために力を合わせるという新たなコミットメ

ントが必要な時であり、これらの努力において連帯を

維持することが極めて重要であると述べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済 

【エネルギー関連】 

●ＧＥＮ－I、新役員を任命【１６日】 

エネルギー会社ＧＥＮ－I社の株主であるＧＥＮエネ

ルギヤ社とＧＥＮ－ＥＬ社は、総会で新社長と取締役

を任命した。マクス・ヘルビル氏が社長に任命され、

プリモジュ・ストプニク氏に加え、アンドレヤ・ズパン氏

とサンディ・カヴァリッチ氏が新しい取締役に任命され

た。ＧＥＮ－I社はプレスリリースで、３名の新任者は

いずれも１０年以上同社に在籍し、同社とその市場プ

レゼンスを確立するために積極的に活動してきたとし

ている。 

 

●ペトロール社は燃料マージンの廃止または指数化

を希望【１７日】 

スロベニア最大のエネルギー会社であるペトロー

ル社のポポヴィッチＣＥＯは、価格管理の継続は意味

がなく、現行のシステムを廃止するか、少なくとも小売

マージンの上限を定期的に指数化することを提案す

ると述べた。固定されたマージンのために、ペトロー

ル社や他の小売業者は、人件費を含むさまざまな投

入物やサービスの価格上昇に対応することができな

くなっており、規制が続くなら、価格は毎週調整し、マ

ージンは年に２回経費に対応し調整することを提案し

た。 

 

【その他】 

●ハンガリーＯＴＰグループによるＮＫＢＭ銀行買収

【１日、２日】 

ハンガリーの銀行グループＯＴＰは、スロベニア第

２位の銀行であるNKBM銀行の買収について、スロベ

ニア競争保護庁（ＡＶＫ）から認可を取得した。ＯＴＰは

２０２１年５月３１日にマリボルに拠点を置く同銀行を

米国のファンドであるアポロ（８０％）と欧州復興開発

銀行（ＥＢＲＤ）（２０％）から買収する契約に調印して

いた。買収額はまだ明らかでないが、メディアはおよ

そ１０億ユーロと見ている。ＯＴＰはプレスリリースで、

安定した収益性の高い経営に加え、あらゆる手段で

スロベニア経済の発展に貢献することを目指すと述

べている。ＯＴＰはスロベニアの不動産開発にも進出

しており、「Mendota Invest」社を通じて、リュブリャナ

の新旅客ターミナルプロジェクトの商業部分である

Emonikaを買収している。 

 

●２０２２年の輸出は３４％増、輸入は３７％増【３日】 

 スロベニアは２０２２年に５２９億ユーロ相当の物品

を輸出し、輸出額は２０２１年比３４．２％増となった。

一方、物品輸入額は３６．６％増の５６８億ユーロとな

った。主な貿易相手国はスイスであった。２０２２年の

対外貿易赤字は３８億ユーロで、輸出入比率は９３．
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２％となった。昨年の輸出入の多くを占めたのは化学

品とその関連製品であった。 

 

●欧州委員会、ウクライナ戦争で影響を受けたスロ

ベニア企業に対する国家支援策を承認【７日】 

欧州委員会は、ロシアによるウクライナ侵攻の影

響を受けたスロベニア国内の企業を支援するための

１億ユーロの国家支援策を承認した。同支援は、対

象となる受益者が労働時間を短縮された従業員に支

払う給与の一部を賄うものである。欧州委員会による

と、同措置は、金融・保険部門と農産物の加工・販売

部門を除き、あらゆる規模、あらゆる部門の企業に適

用される。同措置は２０２３年１２月３１日まで適応さ

れる。 

 

●ハイセンスグループ研究開発センターの開所【１３

日】 

１３日、ヴェレニェ市の家電メーカー・ゴレニェを含

む中国系のハイセンス・ヨーロッパ・グループは同市

に研究開発センターを開所した。同センターは２１０万

ユーロ相当の価値を有する。ハイセンス・ヨーロッパ

のペチュニク理事によると、ハイセンス・ヨーロッパは

今後数年間、これまでと同様にヴェレニェ市で多様な

分野の専門家を雇用する予定である。本研究開発セ

ンターには２５０の雇用ポストがあり、そのうち２２０人

が正社員となっている。現在、ハイセンス・ヨーロッパ

では６１０人の従業員が開発に従事しており、そのう

ち４７０人がスロベニアで勤務している。ピルツ＝ムサ

ル大統領は、ハイセンス・ヨーロッパのHan会長と

Shunqing駐スロベニア中国大使とともに開所式に出

席した。本研究開発センターは、２０２４年末まで継続

される３９００万ユーロのプロジェクトの一部で、９００

万ユーロの共同出資を受けることができる。ハイセン

ス・ヨーロッパは、新世代の製品開発、生産の近代

化、研究所の能力拡大を行っていく予定である。ハイ

センス・ヨーロッパは欧州２７か国に事業所を有してい

る。スロベニアでは調理機器、洗濯機、冷蔵庫等、主

要な家電製品のほとんどを開発しており、その他の

製品はスウェーデンとオランダで開発している。 

 

●２０２２年の賃金、実質約５％減【１５日】 

 ２０２２年のスロベニアの平均月給は総額２，０２３．

９２ユーロとなり、名目では２０２１年から２．８％上昇

したが、実質では５．５％減少した。平均純賃金は１，

３１８．６４ユーロで、名目で３．８％増、実質で４．６％

減と統計局は発表した。平均総賃金は、民間企業で

名目６．２％増、公共部門では２．５％減となった。 

 

 

 

 

●雇用主の３分の２が本年上半期に賃上げの意向

【１５日】 

 スロベニアの約６５％の雇用主が上半期に賃上げ

を予定していることが、マンパワー社の給与と福利厚

生の動向に関する調査で明らかになり、３分の１以上

が６〜１０％の引き上げをすると予測した。給与の変

化のほとんどは、高いインフレ率、現在の従業員の維

持、新規従業員の獲得、最低賃金の上昇に起因す

る。 

 

●２０２２年、航空・鉄道の旅客輸送量が大幅に増加

【１５日】 

 ２０２２年、スロベニアで鉄道を利用した乗客は、２０

２１年比で約２６％増の約１，５００万人、リュブリャナ

空港の乗客数は前年比１３１％増の９６万８，８００人

と驚異的な伸びを示した。また、スロベニアの港湾は

３，６２３隻の船舶を記録し、２１％の増加となった。 

 

●スロベニアに初のデジタル携帯電話事業者が誕生

【２０日】 

オーストリアの通信グループＡ１がre:doを立ち上

げ、スロベニアに初のデジタル携帯電話事業者が誕

生した。re:doはＡ１の一部であるが独自のチームを有

し、携帯電話ユーザーは、モバイルアプリからre:doに

切り替え、デジタルＳＩＭカードまたは通常のＳＩＭカー

ドを使用することができる。ユーザーは、既存の電話

番号をそのまま使用することも、新しい電話番号を選

択することもできる。 

 

●外国直接投資の基準厳格化の計画【２２日】 

 政府は、投資促進法の改正案に従って、外国直接

投資への助成基準をより厳しくすることを計画してい

る。この草案は、３月２３日まで公開協議の対象とな

る。改正案では、外国直接投資の助成条件として、対

象企業が保有する著作権の第三者への売却や、投

資によって取得した特定の資産の売却を禁止するこ

とが考えられる。また、対象会社の一定の株式の売

却を禁止する可能性もある。 

 

●ＮＬＢグループ、過去最高の純利益【２３日】 

 リュブリャナに本拠を置くＮＬＢ銀行を中心とするグ

ループは２０２２年、前年比８９％増となる４億４，７００

万ユーロの純利益を計上した。同行は２３日に発表し

た報告書の中で、昨年３月にロシアのスベルバンクを

前身とするＮ Ｂａｎｋａを買収したことが、過去最高益

に大きく貢献したと述べている。Ｎ Ｂａｎｋａの寄与を

除いたグループ全体の純利益は、１１％増の２億６，

２８０万ユーロに達したとしている。 
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●ルカ・コペル、２０２２年の売上・利益ともに過去最

高を記録【２３日】 

 スロベニア唯一の海港を運営するルカ・コペル社

は、２０２２年の売上高、利益、貨物処理量が過去最

高を記録した。売上高は３７％増の３億１，３５０万ユ

ーロ、純利益は２倍以上（１３３％増）の７，４２０万ユ

ーロとなった。 

 

●第４四半期の失業率は３．５％に低下【２７日】 

統計局の報告によると、２０２２年最終四半期のス

ロベニアの失業率は３．５％に低下し、前四半期より

０．５ポイント、２０２１年最終四半期より１．１ポイント

低下した。男性の失業率は３．２％、女性は３．８％で

あった。２０２２年最終四半期の失業者は約３万５千

人で、第３四半期より１５％、前年同期より２５％少な

かった。 

 

●２月の年間インフレ率は９．３％に低下【２８日】 

 統計局の最新データによれば、スロベニアの２月の

年間インフレ率は前月の１０％から９．３％に低下し

た。食品の価格は引き続き急速に上昇しているが、エ

ネルギー価格上昇が若干緩和されたためにインフレ

率は低下した。食品および非アルコール飲料は前年

比１８．３％上昇し、インフレ率に２．８％ポイント寄与

している。 

 

●２０２２年の年間総生産、１０％近く増加【２８日】 

 統計局の最新データによれば、２０２２年のスロベニ

アの年間総生産は前年比８．７％増で、最大の上昇

率を記録したのは建設業で３３．９％であった。 

 

●マリボルの縫製糸メーカーＡ＆Ｅヨーロッパが閉業

【２８日】 

 マリボルに在するアメリカ系縫製糸メーカーＡ＆Ｅヨ

ーロッパの経営陣は、スロベニアでの生産継続はも

はや商業的に採算が合わないとし、段階的な閉鎖を

発表した。過去２年間で従業員を１６０人から１０３人

に減少させた同社は、２段階の生産停止を発表して

おり、生産停止には数か月かかるという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治安 

●強盗事件【１日】 

 １日、リュブリャナ中心部にある店舗に男が侵入し、

従業員を刃物で脅し、レジから数百ユーロの現金を

奪って逃走した。 

 

●強盗事件【２日】 

２日、マリボル近郊のスロベンスカ・ビストリッツア市

にあるポルスカヴァという集落の店舗で、若い男２人

が店員を危険物で脅し、現金を奪って逃走した。 

 

●強盗事件【１９日】 

 １９日、リュブリャナ中心部のバーの外で４人組の男

が一人の男性を殴り、携帯電話や書類などを奪って

逃走した。被害者の男性は足に重傷を負い、病院に

搬送された。 
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社会・文化・スポーツ 

【スポーツ】 

●ブエルタ・ア・アンダルシアでポガチャル選手が優

勝【１９日】 

スペインで開催された自転車競技大会ブエルタ・

ア・アンダルシアで、ポガチャル選手が総合優勝し、２

０２３年シーズン初のステージレース勝利、そしてキャ

リア１２勝目を飾った。５つのステージのうち３つをトッ

プで制し、総合優勝を勝ち取った。 

 

●プラニツァで開催されたノルディック世界スキー選

手権スキージャンプ、スロベニア初のメダル【２４日】 

プラニッツァで開催されたノルディック世界スキー選

手権で、スロベニアの男女混合チーム（クリネッツ選

手、クリジュナル選手、ザイツ選手、ラニシェク選手）

が銅メダルを獲得。４人は大会前半を終えた時点で、

ノルウェーに４．５点、ドイツに０．１点差の３位につけ

ていた。しかし、クリネッツ選手が着地に失敗、ラニシ

ェク選手も飛距離が伸びず、順位を上げること無く３

位をキープする結果となった。金メダルはドイツ、銀メ

ダルはノルウェーが獲得。 

 

【生活・科学技術・その他】 

●スロベニアの研究者がＤＮＡに適合した治療法の

有用性の証明に貢献【２日】 

患者の薬理遺伝学的データに合わせた医薬品を

使用すると、薬の副作用が３０％低下するという画期

的な国際研究に、スロベニアの医師や研究者が多数

参加した。スロベニアチームとしてはリュブリャナ医科

大学の生化学・分子遺伝学研究所の所長が中心とな

って研究を実施、この研究には、スロベニア国内の１

１のヘルスケアセンターから５０人以上の医師やその

他のスタッフが参加した。 

 

●スロベニアにおけるがんの平等性は高水準、さら

なる研究が必要【３日】 

世界がんデーに際して発表された、がん患者の不

平等に関する欧州委員会とＯＥＣＤの最新報告書は、

スロベニアのがん患者に対するケアの平等性は高い

レベルにあると指摘しているが、専門家はさらに多く

の研究が必要であると警告している。リュブリャナ腫

瘍研究所のがん患者登録によると、スロベニアでは

毎年１６，０００人以上が新たにがんと診断され、がん

患者のうち６，５００人以上が年間ベースで死亡して

いる。 

 

●ネット上の危険について注意喚起【７日】 

７日の「セーファーインターネットデー」を前に、内務

省は、インターネット上の安全はすべてのユーザーの

義務であり責任であると述べた。昨年、警察は、イン

ターネット上で性的虐待行為を含むポルノを表示、作

成、所持、配布する犯罪を１６３件記録。１８歳未満の

被害者は９５名で、容疑者の中には５９名の子どもも

含まれていた。統計局によれば、２０２２年の第１四半

期には、スロベニア人の８９％、スロベニアの若者の

９９％がインターネットを利用していた。 

 

●２０２２年の死亡者数、出生者数ともに減少【８日】 

統計局が発表した速報値によると、２０２２年のス

ロベニアでの死亡者数は２２，４００人強で、２０２１年

より４％少なかったことが判明した。２０２０年と比較

すると、死亡者数は7％減少。一方で、２０２２年に生

まれた新生児数は１７，４００人弱で、２０２１年より

８％少なかった。月別に見ると、５月のみ、２０２１年

の同月より多くの子どもが生まれた。 

 

● リ ュ ブ リ ャ ナ 大 学 イ ン キ ュ ベ ー タ が DeepTech 

Allianceに加盟【２１日】 

リュブリャナ大学インキュベータ（ＬＵＩ）は、ヨーロッ

パの優れたディープテック・スタートアップを結びつけ、

専門プログラム、企業、投資家へのアクセスを支援し、

グローバル市場への参入を目指すことを目的として

いるDeepTech Alliance（ＤＴＡ）に加盟した。ＬＵＩのディ

レクターであるガイシェク氏は記者会見で、「この提携

の目的は、最も技術的に高度で世界的な野心を持つ

新興企業に包括的なサポートを提供し、その成功を

高めること」と述べた。ディープテック企業は、ＡＩ、自

律システム、ロボット工学、バイオテクノロジーなどの

技術をベースにしている。 

 

●ノヴァ・ゴリツァ大学、機械学習プロジェクトの先頭

に立つ【２４日】 

ノヴァ・ゴリツァ大学は、５年間の機械学習プロジェ

クト「ＳＭＡＳＨ」のためのＥＵ資金を獲得し、その一環

として、５０人のポスドク研究者が最先端の機械学習

アプリケーションを開発するための研究奨学金を受け

ることになった。７月に開始されるこのプロジェクトは１，

０００万ユーロで、そのうち５００万ユーロはＥＵの

Horizon Europe Marie Sklodowska-Curie Actionsから、

残りの５００万ユーロは高等教育・科学・イノベーショ

ン省から拠出される。 
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スロベニア日本国大使館 
電話：＋３８６－１－２００－８２８１又は８２８２、Ｆａｘ：＋３８６－１－２５１－１８２２、Ｅｍａｉｌ：ｉｎｆｏ＠ｓ２．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ 

Ｗｅｂ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｗｅｂｓｉｔｅ＿ｊｐ／ｉｎｄｅｘ＿ｊ．ｈｔｍｌ 

●本資料は、スロベニアに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。新たに配信を希望される方、あ

るいは今後配信を希望されない方は、以下のメールアドレスにご連絡ください。 

 ｉｎｆｏ＠ｓ２．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ 

★在スロベニア日本国大使館のフェイスブックもご覧ください！ 

スロベニアにおける日本の外交活動、文化行事のお知らせ等の情報を随時発信しております。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆａｃｅｂｏｏｋ．ｃｏｍ／Ｅｍｂａｓｓｙ．ｏｆ．Ｊａｐａｎ．ｉｎ．Ｓｌｏｖｅｎｉａ 

★スロベニア人向けニュースレター「Ｌｉｖｉｎｇ ｉｎ Ｊａｐａｎ」のご紹介 

当館では、毎月スロベニア人向けに日本紹介のニュースレター「Ｌｉｖｉｎｇ ｉｎ Ｊａｐａｎ （Žｉｖｌｊｅｎｊｅ ｎａ Ｊａｐｏｎｓｋｅ

ｍ）」をスロベニア語で発信しています。今年は各都道府県に焦点を当てて、各地の歴史・産業・観光・物産品等を

紹介してまいります。このニュースレターは当館のホームページでも公開しておりますので、どうぞご覧下さい。ｈｔｔｐ

ｓ：／／ｗｗｗ．ｓｉ．ｅｍｂ－ｊａｐａｎ．ｇｏ．ｊｐ／ｉｔｐｒ＿ｓｉ／Ｚｉｖｌｊｅｎｊｅ＿ｎａ＿Ｊａｐｏｎｓｋｅｍ．ｈｔｍｌ 

 

【領事班からのお知らせ】 

●日本での新型コロナウイルス・ワクチン接種事業終了のお知らせ 

 2021 年 8 月 1 日から、日本国内に住民票を有しない海外在留邦人等の皆様の中で、日本に一時帰国してワクチ

ン接種を行うことを希望する方々を対象に、ワクチン接種事業を実施中ですが、本事業は、予定どおり 2023 年 3 月

で終了します。最終接種実施日は、羽田空港接種会場は 3 月 28 日（火）、成田空港第一ターミナル接種会場は 3

月 27 日（月）、成田空港第二ターミナルは 3 月 29 日（水）です。本事業での接種を希望される方は、早めのご予約

をお願いたします。 

詳しくは、以下の外務省 HP を御確認ください。 

外務省海外安全ホームページ： https://www.anzen.mofa.go.jp/covid19/vaccine.html 

●海外に住んでいる人が、外国にいながら国政選挙に投票できる制度を「在外選挙制度」といい、これによる投票を

「在外投票」といいます。在外投票ができるのは、日本国籍を持つ 18 歳以上の有権者で、在外選挙人名簿に登録

され、在外選挙人証を持っている人です。在外選挙人証の申請から受け取りまでには通常２か月程度の期間を要し

ますので、早めの申請を行ってください。 

●スロベニアに９０日以上滞在される方は、在留届を提出してください。（※インターネットで提出をされると、変更

届・帰国届けもオンラインで手続できるため、たいへん便利です。） 

住所・連絡先の変更、同居家族の追加など、提出済み在留届の記載事項に変更が生じた場合は「変更届」を、帰国

や当館管轄地域外へ転出する場合は「帰国・転出届」を必ずご提出ください。 特に、当館からの重要な連絡が確実

に皆様に届くよう、E メールアドレスや携帯電話番号の変更は速やかに届出をお願い致します。 

【外務省オンライン在留届】： http://www.ezairyu.mofa.go.jp/ 

●当地での在留許可取得や在留許可延長手続の際に必要となる警察（犯罪経歴）証明については、申請から交付

までに約２～３か月かかります。お手続きに必要となる期間をあらかじめ考慮していただき、余裕を持って申請を行

っていただくようお願いいたします。 

 

【参考情報】 

１．外務省海外安全ホームページ 

本サイトでは、各国・地域での新型コロナウイルスの発生状況、新型コロナウイルス（日本からの渡航者・日本人に

対する各国・地域の入国制限措置及び入国・入域後の行動制限）等の情報を掲載しています。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ａｎｚｅｎ．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ／ 

 

２．たびレジ簡易登録 

本サービスは、メールアドレスとメール配信を希望する国・地域を選択するだけで、当該在外公館から領事メールを

受信することが出来ます。ぜひご活用下さい。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｅｚａｉｒｙｕ．ｍｏｆａ．ｇｏ．ｊｐ／ｔａｂｉｒｅｇ／ｓｉｍｐｌｅ／ｒｅｇｉｓｔｅｒ 
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３．スロベニア国立公衆衛生局は、国内状況や感染予防の方法等について公開しています。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｎｉｊｚ．ｓｉ 

（主にスロベニア語） 

 

４．スロベニア政府は、新型コロナウイルスに関する特設サイトを開設しています。コロナウイルスに関連した保健

省の特設電話番号はこちらに掲載されています。 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｇｏｖ．ｓｉ／ｅｎ／ｔｏｐｉｃｓ／ｃｏｒｏｎａｖｉｒｕｓ－ｄｉｓｅａｓｅ－ｃｏｖｉｄ－１９／ 

 

５．新型コロナウイルス感染症に備えて ～一人ひとりができる対策を知っておこう～（総理官邸） 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｋａｎｔｅｉ．ｇｏ．ｊｐ／ｊｐ／ｈｅａｄｌｉｎｅ／ｋａｎｓｅｎｓｈｏ／ｃｏｒｏｎａｖｉｒｕｓ．ｈｔｍｌ 

 

６．新型コロナウイルス感染症に関する情報について（厚生労働省）ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｓｔｆ／ｓｅｉｓａ

ｋｕｎｉｔｓｕｉｔｅ／ｂｕｎｙａ／００００１６４７０８＿００００１．ｈｔｍｌ 

 

７．リュブリャナ空港ホームページ 

ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｆｒａｐｏｒｔ－ｓｌｏｖｅｎｉｊａ．ｓｉ／ｅｎ．ｈｔｍｌ 

 

８．スロベニア政府の下記のツイッターアカウント等で、随時情報発信が行われておりますので、こちらもご確認くだ

さい。 

●政府（英語）：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｇｏｖｓｌｏｖｅｎｉａ 

●政府（スロベニア語）：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｖｌａｄａｒｓ 

（英語版と若干内容が異なります。） 

●外務省：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｍｚｚｒｓ 

（主にスロベニア語） 

●保健省：ｈｔｔｐｓ：／／ｔｗｉｔｔｅｒ．ｃｏｍ／ｍｉｎｚｄｒａｖｊｅ 

（主にスロベニア語） 

 

【広報文化班からのお知らせ】 

●ＪＥＴプログラムの新規募集について 

ＪＥＴプログラムは、「語学指導等を行う外国青年招致事業」(The Japan Exchange and Teaching Programme)の略

称で、主に海外の青年を招致し、地方自治体等で、国際交流の業務と外国語教育に携わることにより、地域レベル

での草の根の国際化を推進することを目的としています。スロベニア人向けの募集は特に希ですので、お近くに興

味のありそうな方がいらっしゃればご紹介ください。（注：今回の募集にはスロベニア語能力と日本語能力の双方が

必要です） 

応募方法等は、当館ＨＰに掲載してありますので、以下のリンクからご覧ください（スロベニア語）。応募締め切り

は３月１５日です。 

https://www.si.emb-japan.go.jp/itpr_si/_razpis_jet.html 

●第１１回ジャパン・デー２０２３について 

 毎年恒例の日本祭である「ジャパン・デー」を昨年同様に開催する予定です。 

実施予定日：６月２４日（土） 

開催場所：リュブリャナ市ＴＲ３ビル前広場及びＴＲ３ビル屋内 

●スロベニア語字幕付 Japan Video Topics 配信中 

 当館 YouTube チャンネルにおいて、日本の文化や技術を紹介する Japan Video Topics のスロベニア語字幕版

（英語音声）を配信しております。 

Embassy of Japan in Slovenia - YouTube 

●最新情報は、当館フェイスブックでチェック！ 

https://www.facebook.com/Embassy.of.Japan.in.Slovenia/ 

 


